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平成２５年度セーフティネット支援対策等事業費補助金に
関する緊急要望
厚生労働省におかれましては、平素より、本府及び本市の福祉行政の推進に格段のご支援・ご理解・ご協力を賜りまして、厚く御礼申し上げます。
さて、平成２５年９月１１日付け社援保発０９１１第１号により、「セーフティネット支援対策等事業費補助金」の平成２５年度の内示を頂きましたが、そこで示された内示額は、自治体からの国庫補助協議額の査定額に対して約７割分（約９か月分）に止まっており、一部事業におきましては、協議額に対して一律の上限査定となっている事業なども生じております。
しかしながら、「セーフティネット支援対策等事業費補助金」は、国民にとっての「最後のセーフティネット」である生活保護の適正な運営、福祉人材の養成・確保、地域社会の支えを必要とする要援護者の支援など、まさに地域社会のセーフティネットを支える重要な事業を補助対象とするもので、財源が全額国庫負担となっている事業も多く存在しております。
とりわけ、本府の国庫補助協議額のうち全体では約６割以上、市等では約７～８割以上を占めているのが、国の法定受託事務でもある生活保護の適正な運営に必要不可欠な「生活保護適正実施推進事業」に要する経費であります。
また、「日常生活自立支援事業」は、認知症高齢者、知的障がい者、精神障がい者等の判断能力が不十分な方に対し、福祉サービスの利用援助等の支援を行うもので、
平成２４年度末現在、大阪府（政令市を除く）において１，９４７名、大阪市で
２，５５４名、堺市で１７６名もの方が利用されています。
その一方で、大阪府（政令市を除く）で２３５名、大阪市で２９６名、堺市で
５３名もの待機者が発生しており、補助金が削減されれば、さらなる待機者を生み、利用現場に大混乱をもたらすことは必至で、利用者の権利擁護の観点からも影響が極めて大きいと言えます。
さらには、同事業以外の他の「地域福祉増進事業」の各事業や「自立支援プログラム策定実施推進事業」、「中国残留邦人等地域生活支援事業」についても、何れもが生活保護受給者、離職等による生活困窮者や中国残留邦人等に対する自立支援、あるいは福祉人材の確保等の地域福祉の基盤づくりの取組に必要不可欠な経費であります。
中でも、生活保護の適正な運営のために取り組んでいる不正受給対策や医療扶助の適正化策は、日常のケースワーク業務では対応しきれない事案に対するものであり、悪質な事案には告訴・告発等の法的対応や指定医療機関等に対して行政措置を講ずる等、実効ある取り組みを推進しています。
これらの取り組みは不正受給等の抑止にも繋がっており、大きな成果を上げてきているところです。
生活保護制度の信頼を揺るがす不正に厳正な対応を行うためには、引き続き適正化の取り組みを推進していく必要があり、かかる経費については必要不可欠なものであります。
その上、年度当初から既に６か月近くが経過した現在になって、年度途中で事業を中止又は終了するとなると、別紙の「事業の中止、年度途中での終了による影響」でお示ししておりますような、様々な影響が生じることとなります。
また、先ほども述べました補助対象事業の性格上、まず何よりも国の責任において十分な予算額を確保するべきもので、単に予算不足を理由に、その不足分の補てんを自治体の自主財源に求めるべきものではありません。
さらには、自治体においては間もなく来年度（平成２６年度）予算の要求作業の時期を迎えるところでありますが、このような内示を行われては、各自治体においても財政担当課の理解を得ることが出来ず、来年度以降の予算要求自体が困難となります。
つきましては、厚生労働省におかれましても、自治体における以上の事情や別紙の「事業の中止、年度途中での終了による影響」をご理解・ご斟酌のうえ、下記の１．及び２．の２点について至急ご対応下さいますよう、緊急要望いたします。
記
　１．今回の内示の不足分（総額では査定額の約３割・但し、事業によっては一律の上限査定）の原因となった「生活困窮者自立促進支援モデル事業」及び「生活保護基準改定に伴うシステム改修」は、何れも国の施策及び方針により生じたものであるため、自治体の協議額から内示額を差し引いた不足分についてはその全額を、国の責任において今年度（平成２５年度）の補正予算等で確保すること。
２．平成２７年度からの「生活困窮者自立支援法案」の施行を前提に、平成２６年度も引き続き、「生活困窮者自立促進支援モデル事業」の実施が予定されていることから、平成２６年度以降においても、補助対象事業の実施に支障を来すことの無いよう、国の責任において予算の確保を図ること。
以上
　別　　紙　

【事業の中止、年度途中での終了による影響】
　生活保護適正実施推進事業
 (1) 生活保護を適正に実施するため市等が継続的に行っている受給者の収入状況、資産状況、当該受給者に係る扶養義務者の調査等の取組に必要な嘱託・臨時雇用職員又は委託先の確保が不可能となる。
(2)生活保護法施行事務に関する市等に対する監査に要する出張旅費が不足するため、計画通りの監査の実施が不可能となる。
(3)生活保護の医療扶助や介護扶助の適正な実施の確保のため行っているレセプトや居宅介護支援計画（ケアプラン）の点検等に必要な職員（社会福祉士、保健師、ケアマネージャー等の有資格者を１年の有期契約で嘱託又は臨時雇用）が確保出来なくなる。
地域福祉増進事業
(4)福祉人材確保重点事業
大阪府福祉人材センターでは、既に嘱託職員と非常勤職員を年間で雇入れており、継続的に必要となる事務費についても、経費の支出を行っている。さらに、合同求人説明会についても既に実施済みであり、経費の支出を行っている。
今後、地域別合同求人説明会や看護職員を対象としたワークセミナー等を計画し、現在、開催に向け準備を進めているところであり、150法人の出展、求職者1,000人の来場を予定し、会場の確保や周知等の調整を既に行っているが、補助金が減額されることになれば、本説明会を急遽中止せざるを得なくなることから、求人・求職者双方への影響が非常に大きい。
事業の大幅な縮小により、事業者と求職者とのマッチングの機会の提供等に支障をきたすなど社会福祉法第94条で規定する事業の実施に著しい支障が生じる。
　 (5)地域福祉等推進特別支援事業
　　　 制度のはざまにある要援護者に対して、地域において自立した生活が送れるよう、地域における支え合いの取組と連携を図りながら様々な生活支援を実施しており、年度途中でワーカーの配置が無くなると、まだ具体的な支援策につながっていない状態にある多数の要援護者を、そのまま地域に放置することになり、要援護者の生活状態の悪化と、それによる孤立死等が危惧される。
　 (6)地域資源・人材育成支援事業
　　 　本事業は、地域の福祉課題解決に自ら取り組む地域社会福祉協議会及びネットワーク委員会等の活動に対する指導・助言や、その中で生じた課題に関する検討及び関係機関との連絡調整等を行うほか、地域福祉活動の担い手であるボランティアの養成・活動支援・登録・需給調整等を行い、ボランティア活動の振興を図る取り組みであり、年度途中でこれらの取り組みが無くなると、地域における福祉課題の解決が滞り、制度のはざまにある要援護者のみならず、市民の安心・安全が脅かされる恐れがある。
　 (7)日常生活自立支援事業
日常生活自立支援事業の実施に当たっては、専門員・生活支援員が利用者へ訪問し、相談等支援計画の作成、契約締結、援助等を行っており、事業費の大半が人件費となっている。
認知症高齢者等の増加により、本制度の利用者が増大（平成24年度末:大阪府（政令市を除く）1,947名:平成20年度と比較して47％増、大阪市2,554名：同49％増、堺市176名：同115％増）する中、補助金が削減されれば、待機者が更に増大（平成24年度末:大阪府（政令市を除く）235名:平成20年度と比較して59%増、大阪市296名：同67％増、堺市53名）することはもとより、現にサービスを利用している方へのサービス提供を一時休止せざるを得なくなり、利用現場に大混乱をもたらすことになるなど、社会福祉法第２条及び第81条で規定する事業の実施に重大な影響が及び判断能力が不十分な要援護者の権利擁護に著しい支障が生じる。
(8)運営適正化委員会設置運営事業
本事業は、福祉サービスに関する利用者等からの苦情を解決するための助言、あっせんや、日常生活自立支援事業の適正な運営確保のための取組みを行うものであり、事業費については、大半が人件費となっている。
近年、苦情相談件数が急増（平成24年度：1,108件：平成20年度と比較して83%増）する中で、補助金が削減されれば、担当者の減員や苦情相談受付時間の縮小等せざるを得なくなり、福祉サービスの利用者にとって、苦情解決のための手段・機会が確保できなくなるなど、社会福祉法第84条及び第85条で規定する事業の実施に著しい支障が生じる。
(9)地域生活定着促進事業
地域生活定着支援センターは、支援を必要とする矯正施設退所者や保護観察所・刑務所等との調整、福祉サービス提供施設との協議などの業務が中心であり、事業費の大半は人件費である。
また、支援内容は個々のケースにより千差万別であり、かつ短期間で終了するものではなく、フォローアップも含めた継続した支援が必要不可欠である。
本府では、6名体制で今年度の事業委託契約を締結し、事業を実施中であるが、8月までの5か月間でコーディネートやフォローアップの支援を行った人数は延べ73人にのぼり、また、その他に90人に対し相談支援を行うなど、多くの矯正施設退所者の社会復帰に寄与している。補助金が減額されることになれば、人員の削減等により事業を縮小せざるを得なくなり、矯正施設退所者等の継続支援もままならなくなるなど、センターの目的を達成することができなくなる。
　　　　矯正施設退所者の社会復帰、地域生活への定着が全国的な課題となっている中、事業の縮小は社会的な影響も大変大きい。
そ　の　他
(10)上記以外の「地域福祉増進事業」や「自立支援プログラム策定実施推進事業」、「中国残留邦人等地域生活支援事業」についても、各自治体において年度当初から既に実施中であるため、そもそもが、既に実施主体では経費を支出済みであるので事業中止が困難である他、年度途中で事業を中止することにより、次のアからエまでの影響が生じる。
ア　補助対象事業の中止により、１年の有期契約で嘱託又は臨時雇用の職員　を配置しており、年度途中で事業を中止して当該職員を解雇すると各自治体が契約違反に問われる恐れがある。
イ　補助対象事業の中止により、社会福祉法人やＮＰＯ等と委託契約を締結しており、年度途中で事業を中止して当該契約を解除すると、各自治体に対して違約金の支払い又は損害賠償を請求される恐れがある。
ウ　補助対象事業の中止により、それまで当該事業の利用により生活の自立や権利擁護等の支援を受けてきた利用者への支援継続が不可能となる。
エ　補助対象事業の中止により、民生委員・児童委員の研修、社会福祉法人に対する指導監督、離職者や低所得者等に対する生活福祉資金の貸付（H24年度の貸付決定件数：4,125件〔リーマンショック前のH19年度は1,748件〕）及びその回収（H24年度の貸付中債権件数：30,926件〔リーマンショック前のH19年度は13,605件〕）、ひきこもり対策といった地域福祉を支える基盤が損なわれることとなる。
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